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1. 平成29年3月期第3四半期の連結業績（平成28年4月1日～平成28年12月31日）

(2) 連結財政状態

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 親会社株主に帰属する四
半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期第3四半期 505,710 △2.9 20,288 △38.8 8,965 △60.1 4,533 △76.8
28年3月期第3四半期 520,804 6.4 33,173 ― 22,463 ― 19,500 ―

（注）包括利益 29年3月期第3四半期 7,796百万円 （△55.4％） 28年3月期第3四半期 17,497百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益 潜在株式調整後1株当たり四半期
純利益

円 銭 円 銭

29年3月期第3四半期 15.51 ―
28年3月期第3四半期 94.87 ―

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

29年3月期第3四半期 1,802,025 196,929 10.3
28年3月期 1,826,141 197,222 10.2
（参考）自己資本 29年3月期第3四半期 186,062百万円 28年3月期 186,374百万円

2. 配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

平成29年３月期の期末配当予想については未定としております。また、上記 「配当の状況」 は、普通株式に係る配当の状況です。当社が発行する普通株
式と権利関係の異なる種類株式（非上場）の配当の状況については、後述の 「種類株式の配当の状況」 をご覧ください。

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

28年3月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00
29年3月期 ― 0.00 ―
29年3月期（予想） ― ―

3. 平成29年3月期の連結業績予想（平成28年4月1日～平成29年3月31日）
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 707,000 △2.4 26,000 △39.7 12,000 △57.2 7,000 △67.1 25.37



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有
（注）詳細は、添付資料Ｐ．６ 「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項（１）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用」をご覧ください。

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

(4) 発行済株式数（普通株式）

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、四半期連結財務諸表

のレビュー手続を実施中です。

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
なお、業績予想に関する事項につきましては、添付資料Ｐ．５ 「（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」 および本日（平成29年１月31日）公

表の 「業績予想（連結・個別）の修正に関するお知らせ」 をご覧ください。

※ 注記事項

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年3月期3Q 215,291,912 株 28年3月期 215,291,912 株
② 期末自己株式数 29年3月期3Q 9,761,139 株 28年3月期 9,755,611 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 29年3月期3Q 205,533,867 株 28年3月期3Q 205,544,172 株



種類株式の配当の状況

　　普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金の内訳は以下のとおりです。

円　銭 円　銭 円　銭 円　銭 円　銭

 28年３月期

 29年３月期

 29年３月期(予想)

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無　： 無

（参考）平成29年３月期の個別業績予想（平成28年４月１日～平成29年３月31日）
（％表示は、対前期増減率）

円　銭

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無　： 有

7,781,358.00

Ａ種優先株式
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期　末 合　計

－ 0.00 － 7,781,358.00

－ 0.00 －

％

－ －

売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

　　　平成29年３月期の期末配当予想については未定としております。

百万円 ％

通　期 679,000 △2.4 21,000 △41.9 7,000 △67.0 4,000 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

△76.6 10.77 



北海道電力(株) (9509) 平成29年３月期　第３四半期決算短信

○添付資料の目次

　（１）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　（２）追加情報 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

３．四半期連結財務諸表 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　（１）四半期連結貸借対照表 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

１．当四半期決算に関する定性的情報 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　（１）経営成績に関する説明 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　（２）財政状態に関する説明 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

７

２

６

２

７

５

４

６

６

    （株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

    （セグメント情報等） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

11

11

９

11

11　　（継続企業の前提に関する注記） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

－　１　－



北海道電力(株) (9509) 平成29年３月期　第３四半期決算短信

１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　① 業績の概況

　② セグメント別業績

５,０７９億９６百万円となりました。

当第３四半期連結累計期間の収支につきましては、収入面では、再生可能エネルギーの固定価格買取

当第３四半期連結累計期間の売上高は、前年同四半期連結累計期間に比べ１５０億９３百万円減の

５,０５７億１０百万円となり、これに営業外収益を加えた経常収益は、１５１億１３百万円減の

一方、経常費用は、前年同四半期連結累計期間に比べ１６億１４百万円減の４,９９０億３１百万円

　　となりました。

以上により、経常利益は、前年同四半期連結累計期間に比べ１３４億９８百万円減の８９億６５百万

円となりました。また、平成28年８月の台風災害に伴う復旧費用を特別損失に計上したことなどによ

　　　当第３四半期連結累計期間の内部取引消去後のセグメント別業績は次のとおりです。

　　［電気事業］

当第３四半期連結累計期間の販売電力量は、春先や冬季の気温が前年に比べ低く推移したことによる

暖房需要の増加はありましたが、他事業者への契約切り替えの影響や一部お客さまの自家発電の稼働増

　　による当社売電の減少などにより、前年同四半期連結累計期間に比べ６.０％の減少となりました。

　　り、親会社株主に帰属する四半期純利益は、１４９億６６百万円減の４５億３３百万円となりました。

制度の影響による増加はありましたが、販売電力量の減少や燃料費調整制度に基づく電気料金の引下げ

による収入の減少などにより、売上高は、前年同四半期連結累計期間に比べ１２４億２４百万円減の

４,８６３億７９百万円となりました。支出面では、再生可能エネルギーの固定価格買取制度の影響や

火力発電所の定期検査基数の増加による修繕費の増加などはありましたが、燃料価格の低下や豊水など

　　べ２５億８０百万円減の１６３億８百万円となりました。

による燃料費の減少に加え、経営全般にわたる徹底した効率化への継続的な取り組みなどにより、営業

　　費用は、前年同四半期連結累計期間並みの４,６９１億１４百万円となりました。

以上により、営業利益は、前年同四半期連結累計期間に比べ１２７億９６百万円減の１７２億６５百

　　万円となりました。

以上により、営業利益は、前年同四半期連結累計期間に比べ８８百万円減の３０億２２百万円となり

　　ました。

　　［そ の 他］

当第３四半期連結累計期間の収支につきましては、収入面では、建設業の売上が減少したことなどに

より、売上高は、前年同四半期連結累計期間に比べ２６億６８百万円減の１９３億３１百万円となりま

した。支出面では、建設業の売上原価の減少などにより、営業費用は、前年同四半期連結累計期間に比

－　２　－
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販売及び生産の状況（電気事業）

１．販 売 の 状 況

（単位：百万ｋＷｈ）

２．生 産 の 状 況

（単位：百万ｋＷｈ）

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

（注）連結子会社である北海道パワーエンジニアリング（株）およびほくでんエコエナジー（株）からの

　　　受電電力量は、他社受電に含めております。

合 計 21,469 22,798 △  1,329 94.2 31,900

揚 水 用 △   146 △   104 △　   42 140.2 △   120

融 通 ・ 他 社 受 電 4,284 4,245 39 100.9 6,229

計 17,331 18,657 △  1,326 92.9 25,791

131

(設備利用率 ％) － － － －

原 子 力 － － － －

114.2 3,502

火 力 13,997 15,730 △  1,733 89.0 22,158
自
　
　
　
　
　
社

( 出 水 率 ％ ) 113.5 97.2 16.3 99.8

水 力 3,238 2,834 404

－

新エネルギー等 96 93 3 103.0

前連結会計年度連結累計期間 連結累計期間 四 半 期 比 ％

(Ａ) (Ｂ) (Ａ)－(Ｂ) (Ａ)/(Ｂ)

供 給 電 力 量

当第３四半期 前第３四半期
増 減

前 年 同

合 計 18,973 20,190 △  1,217 94.0 28,592

高 圧 ・ 特 別 高 圧 10,019 11,271 △  1,252 88.9 15,148

低 圧 8,954 8,919 35 100.4 13,444

四 半 期 比 ％

(Ａ) (Ｂ) (Ａ)－(Ｂ) (Ａ)/(Ｂ)

参 考 資 料

販 売 電 力 量

当第３四半期 前第３四半期
増 減

前 年 同

前連結会計年度連結累計期間 連結累計期間

－　３　－
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（２）財政状態に関する説明

　資産、負債、純資産

　　９５百万円となりました。

資産は、石狩湾新港発電所１号機新設工事などの固定資産仮勘定の増加はありましたが、減価償却に

よる電気事業固定資産の減少や投資その他の資産に含まれる使用済燃料再処理等積立金の取り崩しなど

　　により、前連結会計年度末に比べ２４１億１６百万円減の１兆８,０２０億２５百万円となりました。

負債は、有利子負債の増加はありましたが、使用済燃料再処理等引当金の取り崩しや工事及び委託に

係る未払債務の支払いなどにより、前連結会計年度末に比べ２３８億２３百万円減の１兆６,０５０億

純資産は、その他有価証券評価差額金の増加はありましたが、優先株式の消却による資本剰余金の減

少などにより、前連結会計年度末に比べ２億９３百万円減の１,９６９億２９百万円となりました。

以上の結果、当第３四半期連結会計期間末の自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ０.１ポイン

　　ト増加し１０.３％となりました。

－　４　－
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（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

平成29年３月期連結業績予想 (単位：百万円)

（△５.７％程度）

（注）対前回増減は、平成28年10月28日に公表した業績予想との差を記載しております。

収支諸元表（通期）

（注）今回公表の為替レートは１月以降１１５円／＄程度、原油ＣＩＦ価格は

　　　１月以降５５＄／bl程度として想定しております。

（参考）平成29年３月期個別業績予想 (単位：百万円)

（注）対前回増減は、平成28年10月28日に公表した業績予想との差を記載しております。

　　当期純利益は７０億円程度となる見通しであります。

期末配当予想につきましては、当期の業績を見極める必要があることから、普通株式および優先株式

ともに引き続き未定とさせていただきますが、当社の配当方針である「安定配当の維持」を基本に業務

　　運営を進め、配当予想が可能となり次第、速やかにお知らせいたします。

当 期 純 利 益 　４,０００ ― 　　△１３,０００

営 業 利 益 　２１,０００ ― 　　△１５,０００

経 常 利 益 　　　　　　７,０００ ― 　　△１４,０００

通 期

対 前 回 増 減 対 前 期 増 減

売 上 高 ６７９,０００ 同 程 度 △１７,０００

原 子 力 設 備 利 用 率 ― ％

影

響

額

為 替 レ ー ト １円／＄ ９ 億円程度

原 油 Ｃ Ｉ Ｆ 価 格 １＄／bl １３ 億円程度

金 利 １　　％ ４０ 億円程度

為 替 レ ー ト １０９ 円／＄程度

原 油 Ｃ Ｉ Ｆ 価 格 ４８ ＄／bl程度

販 売 電 力 量 ２７０億kWh程度 同 程 度 △１６億kWh程度

通 期

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

７,０００ ― △１４,０００

（対前期増減率）

営 業 利 益 ２６,０００ ― △１７,０００

経 常 利 益 １２,０００ ― △１６,０００

通 期

対 前 回 増 減 対 前 期 増 減

売 上 高 ７０７,０００ 同 程 度 △１７,０００

通期の販売電力量および売上高につきましては、至近の動向を反映した結果、前回公表値（平成28年

損益につきましては、供給力の状況を見極めていく必要があることから未定としておりましたが、泊

　　10月28日公表値）から変更はありません。

平成29年３月期の連結業績予想につきましては、前期に比べ、売上高は、販売電力量の減少や燃料費

　　調整制度に基づく電気料金の引下げによる収入の減少などにより、減収となる見通しであります。

発電所を年度内停止として、至近の火力発電所の稼働状況などを踏まえ、業績予想を算定しましたので

　　お知らせいたします。

この結果、売上高は７,０７０億円程度、営業利益は２６０億円程度、経常利益は１２０億円程度、

また、平成28年８月の台風災害に伴う復旧費用の特別損失への計上などにより、親会社株主に帰属する

利益は、経営全般にわたる徹底した効率化に継続的に取り組んでおりますが、燃料費調整制度に基づ

に加え、火力発電所の定期検査基数の増加による修繕費の増加などにより、減益となる見通しでありま

く電気料金の引下げによる売上高の減少が、燃料価格の低下による燃料費の減少を上回る一時的な要因

　　す。

－　５　－
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

　（税金費用の計算）

（２）追加情報

なお、１年以内に期限到来の固定負債には、改正法附則第７条第１項に基づき経済産業大臣の通知を

　　受け、当年度に一括して納付すべき金額を計上している。

　（「原子力発電における使用済燃料の再処理等のための積立金の積立て及び管理に関する法律の一部を改

平成28年10月１日に「原子力発電における使用済燃料の再処理等のための積立金の積立て及び管理

に関する法律の一部を改正する法律」（平成28年法律第40号、以下「改正法」という。）及び「電気

事業会計規則等の一部を改正する省令」（平成28年経済産業省令第94号、以下「改正省令」という。）

　　が施行され、電気事業会計規則が改正された。

　　正する法律」の施行に伴う電気事業会計規則の改正）

された。これにより、積立て又は取崩しの額及び積立ての限度額は、従来の方法により算定した金額

に、特定小売供給に係る販売電力量を電気事業に係る販売電力量で除して得た値（特定小売供給割合）

　　を乗じて算定する方法に変更となった。

この変更により、従来の方法に比べ当第３四半期連結会計期間末における渇水準備引当金の積立額が

　　2,354百万円減少し、当第３四半期連結累計期間の税金等調整前四半期純利益が同額増加している。

これに伴い、当第３四半期において、投資その他の資産に含まれる使用済燃料再処理等積立金44,364

百万円及び使用済燃料再処理等引当金45,975百万円を相殺の上取り崩し、その差額及び使用済燃料再処

理等準備引当金9,389百万円は、その他固定負債に751百万円、１年以内に期限到来の固定負債に9,414

　　百万円、その他流動負債に834百万円をそれぞれ振り替えている。

従来、使用済燃料の再処理等の実施に要する費用については、原子力発電所の運転に伴い発生した使

用済燃料の量に応じて使用済燃料再処理等引当金及び使用済燃料再処理等準備引当金に計上してきた

が、同施行日以降は、改正法第４条第１項に規定する拠出金を、原子力発電所の運転に伴い発生する使

　　用済燃料の量に応じて電気事業営業費用として計上することになった。

また、改正法の施行により、原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施に要する費用は、使用

済燃料再処理機構（以下、「機構」という。）に拠出金を納付することにより原子力事業者の費用負担

　　の責任が果たされ、機構が再処理等を実施することになった。

平成28年４月１日に新たな「渇水準備引当金に関する省令」（平成28年経済産業省令第53号）が施行

税金費用は、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見

　　積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によっている。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、

　　法定実効税率を使用する方法によっている。

　（渇水準備引当金に関する省令（平成28年経済産業省令第53号）の施行）

－　６　－
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表
（単位：百万円）

資産の部

　 固定資産

　　　電気事業固定資産

　　　　 水力発電設備

　 　　　汽力発電設備

　 　　　原子力発電設備

　 　　　送電設備

　 　　　変電設備

　 　　　配電設備

　 　　　業務設備

　 　　　その他の電気事業固定資産

　　　その他の固定資産

　　　固定資産仮勘定

　　　　 建設仮勘定

　　　　 除却仮勘定

　　　核燃料

　 　　　加工中等核燃料

　　　投資その他の資産

　　　　 長期投資

　 　　　退職給付に係る資産

　 　　　繰延税金資産

　 　　　その他

　 　　　貸倒引当金（貸方）

　 流動資産

　　　現金及び預金

　　　受取手形及び売掛金

　　　たな卸資産

　　　繰延税金資産

　　　その他 　

　　　貸倒引当金（貸方）

　 合計

前連結会計年度 当第３四半期連結会計期間
（平成28年３月31日） （平成28年12月31日）

1,609,817 1,587,547

1,111,661 1,071,347

235,226 228,937

78,564 77,736

218,645 207,527

163,444 159,256

92,516 78,240

276,816 275,361

40,945 38,914

5,501 5,374

55,829 53,910

148,022 198,317

147,882 197,823

139 493

158,583 161,769

158,583 161,769

135,720 102,202

40,636 59,093

10,984 11,636

32,363 30,902

51,820 2,912

△84 △2,341

216,324 214,477

108,805 91,243

61,055 61,962

△2,746 △453

1,826,141 1,802,025

35,361 37,784

4,942 5,075

8,905 18,864

－　７　－
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（単位：百万円）

負債及び純資産の部

 　負債の部

　　　固定負債

　 　　　社債

　 　　　長期借入金

　 　　　使用済燃料再処理等引当金

　 　　　使用済燃料再処理等準備引当金

　 　　　退職給付に係る負債

　 　　　資産除去債務

　 　　　その他

　　　流動負債

　 　　　1年以内に期限到来の固定負債

　 　　　短期借入金

　 　　　支払手形及び買掛金

　 　　　未払税金

　 　　　その他

　　　特別法上の引当金

　 　　　渇水準備引当金

　　　負債合計

 　純資産の部

　　　株主資本

　 　　　資本金

　 　　　資本剰余金

　 　　　利益剰余金

　 　　　自己株式

　　　その他の包括利益累計額

　 　　　その他有価証券評価差額金

　 　　　退職給付に係る調整累計額

　　　非支配株主持分

　　　純資産合計

 　合計

10,847 10,866

197,222 196,929

1,826,141 1,802,025

△497 2,592

1,570 5,574

△2,067 △2,981

49,998 46,750

40,766 40,615

△18,184 △18,188

186,872 183,470

114,291 114,291

1,022 2,282

1,022 2,282

1,628,918 1,605,095

41,569 38,931

13,336 11,446

92,663 72,151

355,491 367,352

155,621 191,672

52,300 53,150

39,845 38,516

75,926 77,364

16,228 15,216

502,728 479,563

49,333 －

9,205 －

1,272,404 1,235,461

579,136 624,800

前連結会計年度 当第３四半期連結会計期間
（平成28年３月31日） （平成28年12月31日）

－　８　－
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

　四半期連結損益計算書

　　第３四半期連結累計期間
（単位：百万円）

営業収益

　　電気事業営業収益 　電気事業営業収益

 　その他事業営業収益

営業費用

 　電気事業営業費用

 　その他事業営業費用

営業利益

営業外収益

 　受取配当金

 　受取利息

 　その他

営業外費用

 　支払利息  

 　持分法による投資損失

 　その他

四半期経常収益合計

四半期経常費用合計

経常利益

渇水準備金引当又は取崩し

 　渇水準備金引当

特別損失

 　災害特別損失

法人税等調整額

法人税等合計

親会社株主に帰属する四半期純利益

前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日　 （自　平成28年４月１日　
　至　平成27年12月31日） 　至　平成28年12月31日）

520,804 505,710

498,804 486,379

22,000 19,331

487,631 485,422

468,742 469,114

18,889 16,308

33,173 20,288

2,305 2,285

436 625

813 664

1,055 995

13,014 13,608

12,277 11,445

166 116

570 2,046

税金等調整前四半期純利益 22,463 6,086

523,109 507,996

500,645 499,031

22,463 8,965

2,726 1,377

－ 1,260

－ 1,260

－ 1,619

－ 1,619

法人税、住民税及び事業税 2,601 1,156

125 221

19,500 4,533

四半期純利益 19,737 4,708

非支配株主に帰属する四半期純利益 236 174

－　９　－
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　四半期連結包括利益計算書

　　第３四半期連結累計期間
（単位：百万円）

その他の包括利益

　 その他有価証券評価差額金

 　退職給付に係る調整額

 　その他の包括利益合計

四半期包括利益

（内訳）

 　親会社株主に係る四半期包括利益

 　非支配株主に係る四半期包括利益

△344 4,018

前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

（自　平成27年４月１日　 （自　平成28年４月１日　
　至　平成27年12月31日） 　至　平成28年12月31日）

四半期純利益 19,737 4,708

△1,895 △931

△2,239 3,087

17,497 7,796

17,222 7,624

274 172

－　10　－
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

　（継続企業の前提に関する注記）

　　　該当事項なし

　（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　　　該当事項なし

　（セグメント情報等）

　　（セグメント情報）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

（単位：百万円）

 売上高

 　外部顧客への売上高

(注)１ セグメント利益の調整額535百万円は、セグメント間取引消去によるものである。

　　２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

（単位：百万円）

 売上高

 　外部顧客への売上高

(注)１ セグメント利益の調整額772百万円は、セグメント間取引消去によるものである。

　　２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

535 33,173

　 セグメント間の内部売上高
　 又は振替高

計

－ 505,710

△75,546 －

調整額(注1)
四半期連結
損益計算書

 計上額(注2)

486,379 19,331 505,710

 セグメント利益

 セグメント利益

520,804

報告セグメント
その他 計

4,511 19,515

計

　 セグメント間の内部売上高
　 又は振替高

28,375 4,262

903 74,642 75,546

電気事業

32,638

520,804

その他 計 調整額(注1)

520,804

四半期連結
損益計算書

 計上額(注2)

－

電気事業

報告セグメント

588,377

－

△67,573

498,804

499,681

22,000

88,696

876 66,696 67,573 △67,573

772 20,288

487,283 93,973 581,257 △75,546 505,710

15,003

－　11　－
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